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開拓、干拓、転用等により、昭和 47年４月１日以後にその造成が完了した耕地及びその日現在耕地であって、昭和 44年 

４月１日から３年間において水稲の耕作が行われたことのない耕地（以下「新規開田地等」という。）においては、原則とし 
て引受を行わないが、次の事項のいずれかに該当する場合には、組合員等からの申出事由につき調査し、事実認定を行った 
上指定するものとする。 

 
 ① 水稲の耕作の目的に供するため国の助成を受けて昭和 44年４月１日以降に造成された新規開田地等において水稲の耕作 

を行うこととなったこと。 
 ② 昭和 47年４月１日現在耕地であって、昭和 44年４月１日から３年間において国の行う米の生産調整対策の対象となった 
  ことにより水稲の耕作が行われなかったため、新規開田地等に該当することとなった耕地において水稲の耕作を行うことと 
なったこと。 

 ③ 水稲の耕作を行う耕地（新規開田地等を除く。）が土地収用法第３条に規定する事業の用に供されることとなった場合におい 
て、当該耕地に代えて新規開田地等において水稲の耕作を行うこととなったこと。 

 ④ 水稲の耕作を行う耕地（新規開田地等を除く。）が耕土の流出、土砂の流入、埋没等の災害により被害を受けたことその他 
  やむを得ない事由により耕地を水稲の耕作の目的に供さないこととなった場合において、当該耕地に代えて新規開田地等にお 
いて水稲の耕作を行うこととなったこと。 
⑤ その他前号に掲げる事由に準ずると認められること。 
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